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健康危機に対応した保健所等組織統合のあり方についての研究
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目的 全国の保健所およびその統合組織の実態を把握し，保健所の重要な任務である健康危機管

理の体制を今後とも推進するためのより良い組織および権限付与のあり方を提言していくこ

とを目的とした。

方法 全国の保健所設置主体，合計123都道府県市区（以下，「県市区」という。）に郵送による

自記式調査を実施し，平成14年10月現在の，各地方自治体の保健所と福祉事務所等の統合組

織（以下，「統合組織」という。）の実態，および名称等について情報を得た。それらの調査

資料をもとに，各県市区の健康危機管理対応のあり方を考察した。

結果 112県市区（全都道府県，48市，17区）から回答（回収率91.0％）があった。統合組織は，

市区では 7 市 1 区，都道府県では31府県存在していた。統合組織の長は，統合組織全体では

医師34.7％，事務吏員63.5％，医師以外の技術吏員1.6％であった。統合組織の長と保健所長

との間の情報提供のルールをあらかじめ作っているところはなかった。外部からの電話によ

る問い合わせや，文書送付時の名称は，統合組織名を使用しているところが多かった。統合

組織名は様々であったが，富山県や横浜市では，法律上の保健所の名称として「保健所」の

名称は使用せず，それぞれ統合組織名である「厚生センター」，「福祉保健センター」を使用

していた。

考察・結論 保健所と福祉事務所の組織統合については，市区ではあまり進んでいなかったが，

都道府県では31府県で，組織統合があり，約 7 割を占めており，単独の組織として保健所を

考えることはもはや無意味である。統合形態としては，今後「ミニ県庁型」の組織統合が流

行するものと予想される。また，統合組織の長からみた保健所長の位置付けから，健康危機

発生時に，敏速な対応ができるのか疑問が残る。さらに，「○○保健所」と名乗らない「保

健所」もあり，重大な問題があると考える。

Key words：健康危機管理，保健所，福祉事務所，統合組織，地方分権

Ⅰ は じ め に

保健所は，第 2 次世界大戦後のわが国にあって

健康相談，保健指導のほか，医事，薬事，食品衛

生，環境衛生などに関する行政機能をあわせもっ

た，公衆衛生の第一線機関として改革強化が図ら

れてきた1)。ところが平成 9 年，地域保健法の施

行により，都道府県と市町村の役割分担が見直さ

れ1)，わが国の地域保健行政の位置付けに大変革

が起こり，主として都道府県の出先機関としての

保健所の役割が変化しつつある現状にある。ま

た，国家と地方の権限のあり方が地方分権の観点

から議論され，地方分権推進会議2)や，地方分権

改革推進会議3)による報告を受けて，保健所のあ

り方や，保健所の所長が医師であると規定されて

いることに関する批判等が問題として提起されて

いる。さらに平成 5 年，全国で初めて広島県で保

健所と福祉事務所が統合されたことを契機とし

て，全国各地で保健所と福祉事務所などとの統合
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表１ 都道府県の統合形態

ミニ県庁型の統合 9

ミニ県庁型の統合（一部保健所と福祉事務所の
単純統合） 1

保健所と福祉事務所の単純統合 12

保健所と福祉事務所の単純統合
（一部ミニ県庁型の統合） 7

ミニ県庁型の統合だが保健所と福祉事務所の
統合はなし 2
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化4～7)が進み，それらの統合組織（以下，単に

「統合組織」という）が構築された。また，都道

府県によっては，地方分権の一形態として県内の

地域に「ミニ県庁型」組織8)が構築され，そのな

かの保健・福祉部門として保健所が位置付けられ

る都道府県もみられるようになり，保健所という

組織形態が，全国的にも様々な形態になっている

ことが，すでに指摘されている9)。そこで，平成

14年10月現在の，各地方自治体の保健所と福祉事

務所等の統合の実態を把握し，地域保健法上の基

本指針で明確に規定10)されている保健所の重要な

任務である健康危機管理の体制を，今後とも推進

するためのより良い組織のあり方を提言していく

ことを目的とした。

Ⅱ 研 究 方 法

全国47都道府県および12政令指定都市，中核市

などの保健所設置市および東京都23区の衛生主管

部局，合計123県市区11)の保健所設置主体に郵送

による自記式調査を実施した。調査項目は，保健

所・福祉事務所・保健センターの数，保健所と福

祉事務所等の「統合組織」の有無，統合組織の組

織構成，統合組織の長の職種と人数，外部からの

電話での問い合わせ時および対外的な文書発送時

の「統合組織」の名称と保健所の名称，統合組織

の長の権限外の情報を保健所長が統合組織の長に

提供する場合のルールの以上 7 項目について調査

した。

Ⅲ 研 究 結 果

アンケートを実施した123県市区のうち112県市

区（全都道府県，48市，17区）から回答（回収率

91.0％）があった。

1. 県市区における統合組織の形態

都道府県では，47都道府県のうち31府県の保健

所が他の出先機関と統合されていた。統合形態

は，地方振興局のような保健福祉担当事務所以外

を含めて総合的に統合された「ミニ県庁型」12)の

統合（9 府県），同じ二次医療圏内にある福祉事

務所との「単純統合」12)（12県），「単純統合＋ミ

ニ県庁型」との混合型の統合（8 県）であった。

8 県のうち，滋賀県では，基本が「ミニ県庁型」

であったが，県庁所在地の大津保健所管内のみが

「単純統合」であった。その他の 7 県は基本が

「単純統合」で，一部「ミニ県庁型」の組織であ

った。愛知県や愛媛県では「ミニ県庁型」の統合

であるが，保健所と福祉事務所の統合は無く（2

県），香川県では「単純統合＋ミニ県庁型」の統

合であるが，一部地域（中讃）のみ統合は無かっ

た。このように，従来の保健所の枠を超えた多様

な方法で統合がなされていた（表 1）。

一方，市区での統合組織は，保健所が，「市・

区の本庁」または，「福祉事務所」と組織上統合

されているものとした。市・区ではあまり組織統

合が進んでおらず，回答のあった48市17区のうち，

7 市 1 区のみであった。

2. 統合組織の長の職種と人数

都道府県型の統合組織での統合組織の長は，医

師82人，事務吏員150人，技術吏員 4 人であっ

た。市の統合組織の長は，保健所長である医師が

2 人，保健所長以外の医師が 1 人，事務吏員が46

人，医師以外の技術吏員が 1 人（土木）であり，

ほとんどが政令指定都市の区長であった。都道府

県において統合形態別にみると，「ミニ県庁型」

の組織の長は，事務吏員100人，医師以外の技術

吏員 3 人（林業，土木，農業）であり，医師は皆

無であった。一方「単純統合型」の組織の長は，

医師82人，事務吏員50人，医師以外の技術吏員 1

人（福祉職）であり，保健所長である医師が過半

数を占めていた（表 2）。保健福祉の統合部門の

リーダーは「ミニ県庁型」，「単純統合型」共に，

医師が約 6 割，事務吏員が約 4 割であった（表 3）。

3. 外部からの電話対応や文書発送時の

組織名称

統合組織のある，31府県 7 市 1 区に「電話での

問い合わせ時の対応」と「対外的な文章を発送す

るときの名称」について調査した結果，6 県 2 市
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表２ 統合組織の長の職種と人数

医 師 事務吏員
医師以外の
技 術 吏 員

統合組織全体 82人
(34.7％)

150人
(63.5％)

4 人
(1.8％)

単純統合 82人
(61.7％)

50人
(37.6％)

1 人
(0.7％)

ミニ県庁型 0 人
(0％)

100人
(97.0％)

3 人
(3.0％)

表３ 保健所と福祉事務所の単純統合部門の

リーダー

医 師 事務吏員 医師以外の
技 術 吏 員

統合組織全体 144人
(59.5％)

95人
(39.3％)

3 人
(1.2％)

単純統合 82人
(61.7％)

50人
(37.6％)

1 人
(0.7％)

ミニ県庁型 62人
(56.9％)

45人
(41.3％)

2 人
(1.8％)

表４ 電話での問い合わせ時の対応

統合組織の名称を使用 23

保健所の名称を使用 10

特には指定していない 4

その他 2

表５ 対外的な文書を発送するときの名称

統合組織の名称を使用 11

保健所の名称を使用 11

場合により使い分けている 16

その他 1

表６ 保健所長が統合組織の長の権限外の情報を

提供する場合

全ての保健所の情報を提供 6

事前にルール等つくっておき提供 0

状況により保健所長が判断し提供 21

すべて未提供 0
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では，電話と文章の両方とも統合組織の名称を使

用しており，逆に，3 県 3 市 1 区では両方とも従

来通り保健所の名称を使用していた。ほとんどの

県市区では，電話での対応には統合組織名を使用

し，文章を発送するときは，とくには指定してお

らず，場合により使い分けていた（表 4, 5）。

4. 統合組織の長と保健所長との間の

情報提供のルール

統合組織のある，31府県 7 市 1 区のうち，保健

所長が統合組織の長になっていない組織がある23

府県 4 市に，保健所長が，統合組織の長の権限外

の情報を，統合組織の長に提供するのはどのよう

な場合かを尋ねた。「事前にルール等を作ってお

き提供する」ところは無く，「すべての保健所の

情報を提供する」と回答したところは，5 県 1 市

で，「状況により保健所長が判断し提供する」と

回答したところは，18県 3 市だった（表 6）。

Ⅳ 考 察

1. 統合形態の複雑化

平成14年10月現在，約 7 割の府県で，従来の保

健所の枠を超えた多様な方法で，統合がなされて

いた。とくに「ミニ県庁型」と「単純統合型」の

混合形態が 8 県で確認できたことは特筆すべきこ

とである。基本が「ミニ県庁型」で，ひとつのみ

「単純統合」であった滋賀県大津保健所は，県庁

所在地でもある一方，大津市が中核市を目指して

いることなどにより，将来的に滋賀県立保健所区

域でなくなる可能性が高いことを予想して，組織

を「ミニ県庁型」に敢えてしなかったと思われる。

その他の 7 県の統合組織は，基本が「単純統合」

で，一部（佐渡，中能登，奥能登，若狭，二州，

日野，隠岐，小豆，宮古，八重山）が「ミニ県庁

型」であった。離島や僻地など，県としてとくに

重点的な地域振興対策が必要なところに「ミニ県

庁」を設置するという政策に該当しているところ

と推測される。このように統合組織の形態は全国

様々であるため，今後地域保健行政を議論する際

に保健所という組織を単独で考えることにあまり

意味がない13)ことが改めて確認できた。

一方，市・区ではあまり組織統合が進んでおら

ず，回答のあった48市17区のうち，7 市 1 区のみ

であった。保健所と福祉事務所の統合は，住民に

対する保健と福祉の一体的なサービス提供を表面
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的な目的としたものである14)にもかかわらず，対

人保健・福祉サービスの主体とされている市・区

での組織統合が，都道府県よりも進んでいなかっ

たことには，矛盾があり，保健・福祉サービスの

一体的提供という理由のみでは，統合組織を形成

しなければならない理由にはならないものと考え

る。むしろ，保健所や福祉事務所の在り方の議論

よりも，いわゆる「リストラ」の観点から，組織

統合により，総務・庶務部門の人員削減が推進さ

れる自治体自らのメリットの方で説明した方が，

合理的に理解できる。しかし，これらの組織統合

について，公衆衛生・地域保健軽視の人員・予算

配置や，集権的なマネジメントも横行し，果たし

てこれが「地方分権」の成果と言えるのかどうか

疑問であることも指摘15)されているように，組織

統合の目的については，住民の立場にたって説明

できるような組織構築が必要であろう。

2. 統合組織における保健所長の立場

ミニ県庁型の場合，統合組織の長ではない保健

福祉の統合部門のリーダーは医師が約 6 割を占め

ているが，統合組織の長は事務吏員が約 6 割を占

めている（表 2，3）。これらのことから，統合組

織において保健所長は，保健福祉部門のリーダー

としてのみ必要性があるようである16)。しかし，

平成 9 年度の地域保健法施行以降は，母子保健

サービス等，住民生活の直結する保健サービスの

提供拠点としては保健所でなく，市町村（保健セ

ンター）が位置付けられたため，保健所における

医師の主な役割は，単なる保健サービス提供のた

めのスタッフではない17)。医薬品・食中毒・感染

症・飲料水・その他何らかの原因により生じる国

民の生命・健康を脅かす事態に対して行われる健

康被害の発生予防，拡大防止，治療等，いわゆる

健康危機管理こそが保健所の担うべき最優先の任

務と，筆者らは考える。したがって，集団食中毒

や BSE 問題などの健康危機発生時や，新型肺炎

SARS の対応等，健康危機発生に準じた対応が必

要な時には，敏速な対応が求められ，そのために

は専門的知識を有し，迅速に判断できる技術者が

重要である。しかし，とくに「ミニ県庁」型の組

織においては，行政としての意思決定を保健所で

はできず，地方振興局への説明が求められ，迅速

な対応に齟齬をきたすこととなると指摘18)されて

いるとおり，健康危機発生時に，保健所長が自ら

の判断を迅速に発揮しにくい組織となっている。

3. 保健所長と統合組織の長との間の情報提供

のルール

統合組織においては，事前に，情報提供のルー

ル等をつくっているところは無く，ほとんどのと

ころが，状況により，保健所長が案件毎に判断す

ることになっていた。しかし統合組織では，人事

や予算などの組織マネジメントの権限は，一般的

に統合組織の長にある17)。情報提供のルールが規

定されていないために，保健所長にとって，都合

の悪い情報や，危機管理の失敗があった場合な

ど，危機管理情報としては重要な情報が統合組織

の長に届かないことも起こりうるだろう。また，

統合組織の長が情報を知りたい場合に，保健所長

が情報を提供しないことによる，上司の不信感も

増す恐れがある。たとえばテレビや新聞等のマス

コミで報道されることが予想される内容について

は，権限付与に関係なく統合組織の長に情報提供

すると推測されるが，やはり保健所長により個別

案件を判断するというのは曖昧であり，問題が多

い。

また，統合組織の長を保健所長が兼ねていない

場合であっても，非常時には統合組織の長ではな

く，保健所長が健康危機管理体制への移行の必要

性を決定し，保健所職員に対する指揮および命令

を行うことを平時から明確化し，非常時における

対応に遺漏や遅滞がないようにすることが必要で

あると指摘されている19)。以前から指摘16)されて

いるように，やはり一定のルール化が必要と考え

る。平時から統合組織の長と，保健所長との間

で，健康危機発生時の対応について協議してお

き，その対応方法を文書化し，情報提供のルール

を作っておき，指揮命令などの混乱を防止する平

時の対策に配慮すべきである。

4. 統合組織における保健所の名称

統合組織の名称は，電話での対応には統合組織

名を使用し，文章を発送するときは，場合により

使い分けていることが多かった。統合組織におい

て，保健所名を明示しない権利は一応，厚生省通

知で許容されている20)。しかし，外部からの電話

や文章での問い合わせ時，統合組織の名称のみで

対応する場合，住民の混乱を招く可能性があ

る21)。住民にとって，統合組織のような曖昧な名

称よりは，法律で定められた「○○保健所」とい
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う名称のイメージがまだ強いため，外部に対して

は，看板や文書，電話対応まで「保健所」という

名称を明示するべきだろう。多くの統合組織のあ

る県市では，統合組織名と保健所名を，いわゆる

「二枚看板」として表示している。

ところが，富山県と横浜市だけは，法律上の保

健所の名称として，敢えて「保健所」の名称は使

用せず，それぞれ統合組織名である「厚生セン

ター」，「福祉保健センター」を使用していた。つ

まり地域保健法上，「○○保健所」と名乗らない

「保健所」があったことは驚くべきことであり，

前述の厚生省通知20)の許容範囲を超えている。富

山県や横浜市は，「○○保健所」と一般には明示

しない組織（この場合，いずれも「単純統合型」）

を，条例で「保健所とみなす」ことにより，地域

保健法第 5 条第 1 項による保健所必置義務10)を，

法理論上回避している仕組みを採用した。そもそ

も「保健所」という用語については，法律で規定

されていることは勿論のこと，中学校の保健体育

の教科書に「地域保健の広域的，専門的，技術的

拠点として，母子保健，感染症対策，エイズ・性

感染症・結核の予防などを行っている」ことが記

載22)されているように，義務教育で教えるような

基本的かつ重要な用語であるにもかかわらず，敢

えてその名の組織を「みなし規定」で全く規定し

ないことは，問題が多い。具体的には，エイズ予

防のためのパンフレットに「全国の保健所や医療

機関で検査を受けられます。」23)と記述されている

にもかかわらず，富山県民，横浜市民が問題なく

「厚生センター」や「福祉保健センター」に辿り

つけるのであろうか疑問である。また，新型肺炎

SARS について，感染地域からの帰国者に「症状

が一つでもでたら，保健所に相談して下さい」と

健康状態質問票を用いて全国の検疫所で指導24)し

ている以上，保健所という名称をつけなくても問

題がない，とは言い切れないと考える。食中毒や

感染症発症時の届出も法律で保健所長とされてい

る25,26)のに，それがみえない形は本当に良いのか

疑問に感じる。さらに地方分権推進会議の中間報

告27)でも，保健所などの機関を，法令により地方

自治体に設置することを課すこと（必置規制）に

ついては，「強調しておきたいのは，当会議は，

必置規制ないしは必置規制的なものによって措置

されている職員や組織自体が不要であるとは言っ

ていない点である。当会議の主張は，分権推進の

観点から，それぞれの地域の実情を踏まえた地方

の発意に基づく取組みを促すためには，少なくと

も組織の設置や人員の配置等についてまで国は関

与すべきでなく，地方の判断に委ねるべきである

というものである。」とされており，地方自治体

が保健所を設置する義務の是非については言及し

ない。つまり逆に言えば「保健所が不要とは言っ

ていない」以上，やはりこのように「みなし規定」

による名称付与は，重大な問題を含んでいると，

敢えて指摘しておきたい。

Ⅴ 結 論

健康危機管理体制の観点から，全国の保健所お

よびその統合組織の実態を調査した。保健所と福

祉事務所の組織統合については，市区ではあまり

進んでいなかったが，都道府県では31府県で組織

統合があり，約 7 割を占めており，保健所を単独

の組織として考えることにあまり意味がない。組

織統合形態としては，今後総合行政型，すなわち

いわゆる「ミニ県庁型」が流行するものと予想さ

れる。保健所は不特定多数の国民に健康被害が発

生または拡大する可能性がある場合には公衆衛生

の確保という観点から対応が求められ，地域の健

康危機管理の拠点と位置付けられるべきと考える

が，統合組織の長からみた保健所長の位置付けか

ら，健康危機発生時に，敏速な対応ができるのか

疑問が残る。さらに，「○○保健所」と名乗らな

い「保健所」もあり，重大な問題があると考える。

なお，本研究は，平成14年度厚生労働科学研究

費補助金健康科学総合研究事業「地方保健医療行

政機関における健康危機管理の在り方についての

実証的研究」の助成を受けて実施したものである。

（
受付 2003. 7. 1
採用 2004. 3.18）
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